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原子力防災に関する情報交換会
（第２回）

日時 平成２３年１１月１６日（水） １３：３０～

会場 静岡県庁別館危機管理センター

静岡県危機管理部原子力安全対策課
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（参考）第１回情報交換会の内容

１．静岡県の原子力防災の現状

２．福島第一原子力発電所の緊急事態の状況

３．国による原子力防災対策見直しの動向

４．福島第一原子力発電所緊急事態の本県の

環境放射線等への影響
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第２回情報交換会の内容

１．原子力安全委員会の「防災対策を重点的に

充実すべき地域に関する考え方」

２．静岡県の原子力防災対策見直しの進め方

３．緊急被ばく医療体制の充実



4

配付資料等

○ 配付資料（出席者全員）

・ 説明資料（パワーポイント）

・ 緊急被ばく医療体制の充実

・ 原子力発電所に係る防災対策を重点的に充実

すべき地域に関する考え方

○ 参考資料（各所属１部）

・ 原子力防災対策用地図（全県、３０ｋｍ圏）
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１．原子力安全委員会の「防災対策
を重点的に充実すべき地域に関
する考え方」
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国による原子力防災対策見直しの動向

○原子力安全委員会原子力施設等防災専門部会

防災指針検討ワーキンググループにて検討中

（7/27の第１回から、これまで７回（11/1）の会合）
・11月1日までに「防災対策を重点的に充実すべき地域の考え方」

をとりまとめた

・平成23年度末を目途に中間的な取りまとめを専門部会に報告

○検討を踏まえ、「防災指針」を改訂

○防災指針改訂を踏まえ、防災基本計画、防災業務計画
（関係省庁）の修正

○関係省庁による施設、資機材整備等のための財政措置
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「防災対策を重点的に充実すべき地域」の考え方（１）

原子力発電所に係る防災対策を重点的に充実すべき地域に関する考え方

平成23年11月1日 原子力施設等防災専門部会防災指針検討ワーキンググループ

○位置づけ

本来であれば、事故原因の分析と対策の検討、教訓の洗い出しを経た後に指針等の見
直しを行うことが適切であるが、現時点で得られた事故の教訓、国際基準等を踏まえ、こ
れらを早急に反映するため、原子力発電所を対象に「防災対策を重点的に充実すべき地
域」に関する考え方について、一定の整理を行った。

○原子力防災の前提

第一に、施設の安全対策を徹底して強化することが不可欠である。その上で、発生確率
が小さくても発生した場合には損害が極めて大きい大量の放射性物質の放出を伴う原子
力緊急事態において、周辺住民の健康・財産等を防護するため、危機管理の観点から、
実効性のある防災計画を策定する必要がある。

○防災対策を重点的に充実すべき地域

周辺住民等の被ばくを低減するための防護措置を短期間に効率良く行うためには、あら
かじめ異常事態の発生を仮定し、施設の特性等を踏まえて、その影響の及ぶ可能性のあ
る地域として「防災対策を重点的に充実すべき地域」を定めておき、そこに重点を置いて予
め緊急事態に対する準備をしておくことが重要である。
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防災対策を重点的に充実すべき地域の考え方（２）

○防護措置実施の仕組みの見直し

防護措置の実施にあたっては、これまでは予測的な手法に基づく意思決定を行うことと
してきたが、今後は、以下のような意志決定手順を構築する。

まず、国において緊急事態区分を設定し、それに沿って事業者が各原子力発電所で発
生し得る異常や事故を分類、整理して区分決定のためのEAL（Emergency Action Level、
緊急時活動レベル） を具体的に定めるとともに、緊急時においては、事業者が迅速に緊
急事態区分を決定するといった枠組みを新たに整備する。

緊急事態の初期段階では緊急事態区分に基づき放射性物質の環境放出以前に施設周
辺において避難等の予防的防護措置を実施するとともに、初期段階以降では、環境モニ
タリング等の結果を踏まえ、OIL（Operational Intervention Level、運用上の介入レベル）
に基づき屋内退避、避難、安定ヨウ素剤の予防服用等の措置を行うなど、時間的進展を
考慮に入れて、緊急防護措置等を決定する仕組みを構築する。
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防災対策を重点的に充実すべき地域の考え方（３）

○ プルーム通過時の被ばく避けるための防護措

置（屋内退避、安定ヨウ素剤服用）を実施する

地域

○ 福島第一原子力発電所事故では、その防護

措置の必要がある範囲が概ね50kmに及んだ

可能性があり、これを参考として、今後、国に

おいて具体的な対応を検討する。

設定なし

（新規導入）

プルーム通過時の

被ばく避けるための

防護措置を実施する地域

ＰＰＡ

Plume Protection Planning 
Area 

○ 国際基準に従って、確率的影響を実行可能な

限り回避するため、避難、屋内退避、安定ヨウ

素剤の服用等を準備する区域

○ 区域の範囲のめやすは、半径 概ね30km
※ 区域内での活動や準備内容は実質的には

EPZと変わらない。

EPZとして

発電所から

半径8～10km
緊急時防護措置を

準備する区域

ＵＰＺ

Urgent Protective action 
Planning Zone 

○ 重篤な確定的影響等を回避するため、緊急事

態の区分に基づき、直ちに避難を実施するな

ど、主として放射性物質の放出前に予防的防

護措置（避難等）を準備する区域

○ 区域の範囲のめやすは、半径 概ね5km

予防的防護措置を準備する

区域

ＰＡＺ

Precautionary Action Zone 

見直しの内容（新たな区域等の概要）現行新たな区域等
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「防災対策を重点的に充実すべき地域」の見直し
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清水町

三島市

函南町 熱
海
市

伊東市

長
泉
町

裾野市

浜松市

川根本町

磐田市

掛川市

菊川市 牧之原市

御前崎市

森町 伊豆市

沼津市

伊豆の国市

東伊豆町西伊豆町

松崎町

南伊豆町

下田市

河津町

静岡市

富士宮市

島田市

富士市

焼
津
市

吉
田
町

御殿場市

小山町

袋井市

藤枝市

湖西市

浜岡発電所から３０ｋｍ
９市２町 約７０万人

浜岡発電所から５ｋｍ
２市 約３万人

本県のPAZ（5km圏内）、UPZ（30km圏内）
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防災指針検討WGの主な検討内容

○福島第一原発緊急事態を踏まえた見直し
・ 防災対策を重点的に充実すべき地域の範囲の拡大【済】
・ 避難等防護対策の判断基準・方法の見直し
・ オフサイトセンターの機能のあり方
・ 環境放射線モニタリングの計画、測定、評価
・ 被ばく医療のあり方、除染・改善措置のあり方

○国際的基準（IAEA等)の適用
・ PAZ、UPZの導入【済】
・ EAL（緊急事態の区分決定のための施設における判断基準）、

OIL（環境における計測可能な判断基準）に基づく、

迅速な意思決定手順の構築
⇒規制当局による緊急事態区分の設定、人力を介さない環境放射

線モニタリング体制の整備が必要
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２．静岡県の原子力防災対策見直し
の進め方
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原子力災害の想定（現行）
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原子力防災における県、市町の役割（現行）（１）

住民への伝達

避難の実施

避難所運営

要援護者搬送

避難手段の手配

救護所（ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ）設
置運営

交通規制

被ばく予測（SPEEDI）
防護措置の決定

県・市町へ指示

専門機関による支援

避難・屋内
退避

原子力災害合同対策協議会（ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ）での協議

市町災害対策本部設
置

県原子力災害対策本
部、現地本部設置

政府原子力災害対策
本部、現地本部設置

体制確立

事業者通報受信

住民広報

事業者通報受信

報道提供

事業者通報受信

現地確認・国の見解

報道発表

事故の通報

災害対応

・市町地域防災計画

・避難所の指定

・避難計画の策定

・防災資機材整備

・安定ヨウ素剤配備

・防災訓練の実施

・県地域防災計画

・放射線モニタリング

・通信連絡体制整備

・防災資機材整備

・被ばく医療体制整備

・安定ヨウ素剤整備

・ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ整備・維

持管理

・防災訓練の実施

・防災指針

・防災基本計画

・関係省庁の防災業

務計画

・ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ運用

・防災訓練の実施

・資機材整備等の財

政措置

事前準備

市町（EPZ内）県国
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原子力防災における県、市町の役割（現行）（２）

搬送（消防）ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ実施

被ばく医療機関調整

被ばく医療の調整・支
援

被ばく医療

制限の実施放射能測定

摂取制限、出荷制限の
決定・指示・実施

摂取制限、出荷制限
の決定・指示

飲食物摂取制
限・農畜水産
部出荷制限

ヨウ素剤の配布・服用ヨウ素剤服用の指示

配布・服用に係る調整

服用の決定・指示安定ヨウ素剤
服用

関係機関が連携して実施除染

住民広報

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ要員の派遣

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果の伝達

緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ実施

緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ実施放射線ﾓﾆﾀﾘﾝ
ｸﾞ

事後対策

住民広報

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ要員の派遣

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果の伝達

緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ実施

緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ実施放射線ﾓﾆﾀﾘﾝ
ｸﾞ

災害対応

（続き）

市町（EPZ内）県国
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原子力発電所関係情報の伝達ルート（現行）

原子力防災広報対策の手引き～原子力災害時の広報文例～（平成21年3月 静岡県）から
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原子力発電施設等緊急時安全対策交付金（現行）

(1)緊急時連絡網等整備事業

緊急時連絡網やSPEEDI（放射性物質影響予測情報通信設備)の設置・維持

(2)防災活動資機材等整備事業(所管大臣が適当と認める場合、補助金可）

応急活動に必要となる放射線測定器、汚染防護資機材、安定ヨウ素剤等の防
災活動、緊急被ばく医療活動、周辺警備維持のための資機材の購入・維持

(3)緊急時対策調査・普及等事業

住民の安全確保に関する調査、原子力防災要員の研修、原子力防災訓練の実
施等

(4)緊急事態応急対策拠点施設整備事業

浜岡原子力防災センター(通称：オフサイトセンター）の整備又は維持

・電源三法等に基づく文部科学省・経済産業省所管の交付金(交付対象：県)

・原子力施設周辺の地域住民の安全確保のためにあらかじめ講ぜられる措
置に要する費用に充てる。(平成23年度の本県の実績：約１億１，５００万円）
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放射線測定器
警報付個人線量計

(日立アロカメディカルPDM-122）

外部被ばく管理用

電離箱式サーベイメータ

(日立アロカメディカルICS-331B)

ＮａＩｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝ式ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ
(日立アロカメディカルTCS-172B)

放射線量が高い場合

放射線量が低い場合

ＧＭ式サーベイメータ

(日立アロカメディカルTGS-146B)

表面汚染測定用
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汚染防護資機材

防護マスク(全面）

ゴム手袋

（綿手袋）

防護服(不織布）

吸収缶

（ダスト・ヨウ素用)ゴム長靴

（長靴カバー）

防護帽

重松製作所防毒マスク
GM185-1

※綿テープで隙間ができな
いように目張りする。
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事故進展と避難等の指示（福島第一）

出典：政府原子力災害対策本部資料

3月11日
14:46 東北地方太平洋沖地震発生（M9.0、三陸沖
沖130km、深さ23.7km）→1,2,3号原子炉自動停止

（4,5,6号機は定期検査中）
15:30頃 津波来襲（浸水高さ海面から14～15m）
15:42 原災法第10条通報（1,2,3号機）
16:36 原災法第15条事象と判断（1,2号機）
19:03 内閣総理大臣「原子力緊急事態宣言」
20:50 福島県から2km圏内避難指示
21:23 内閣総理大臣から3km圏内に避難指示、10km

圏内に屋内退避指示（以下指示は総理から）
3月12日
5:44 10km圏内に避難指示
15:36 1号機水素爆発
18:25 20km圏内に避難指示

3月14日
11:01 3号機水素爆発

3月15日
6:00 2号機衝撃音、4号機水素爆発
11:00 20～30km圏内に屋内退避指示

3月16日
安定ヨウ素剤服用指示（避難完了のため服用無）

4月22日
0:00 20km圏内を警戒区域に指定
9:44 計画的避難区域と緊急時避難準備区域を設定

その他の地域でも、飲食物
の出荷制限・摂取制限の指
示（8県9/12現在）、特定避難

勧奨地点からの避難が行わ
れている。
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福島第一の事態の特徴と生じた問題点

事故の規模
が大きく

広範囲に影響

急速な事故進展
と長期化

地震・津波
との同時発災
（複合災害）

・現行EPZ(10km)を大幅に超えた範囲に影響
・避難者の増大（自治体全域の避難も）
・自家用車避難による混乱
・病院、介護施設からの避難で混乱
・安定ヨウ素剤の服用で混乱
・放射線モニタリングの実施・公表が不十分
・スクリーニング、被ばく管理の対象が増大
・オフサイトセンターが機能せず、県庁に移転
・情報伝達、住民広報が不十分 等

・避難等の意思決定・指示において混乱
・SPEEDI等の予測システムが有効に活用できず
・長期間の屋内退避で生活維持に支障
・農畜水産物の出荷制限等の長期化
・住民、自治体への説明不足 等

・国、福島県の計画で複合災害は想定なし
・地震・津波で通信、モニタリング施設が被災
・避難区域での救出救助、捜査活動が困難 等

福島第一原子力発電所の緊急事態の特徴とそれから生じた問題点は以下のとおり
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問題点（課題）への対応

これらの問題点を踏まえ、浜岡原子力発電所に対する防災体制を確立するためには、

○防災指針改訂とそれを踏まえた
県・市町地域防災計画の修正

・EPZ（防災対策を重点的に充実すべき範囲）

・避難等の基準（国際基準、指標線量）
・地震・津波との同時発災（複合災害）

○拡大するEPZの範囲での体制構築、
施設・資機材整備

・増加する関係市町、消防本部の協力体制
・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ施設、防災資機材の整備
・緊急被ばく医療、ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ、除染の体制
・ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰの移設・代替施設
・関係機関の通信連絡、住民広報

○あらたな計画策定、実施体制構築
・他市町への住民避難
・自家用車による避難
・広範囲での安定ヨウ素剤の服用
・病院、介護施設からの避難
・長期的な避難、屋内退避
・長期で広範囲な農畜水産物の出荷制限

飲食物の摂取制限のための放射能測定

○関係機関の連携、SPPEDI等の

システム運用体制の再構築

・国、県、市町、関係機関の連携
・緊急時迅速放射能予測ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ
（SPEEDI）

・緊急時対策支援ｼｽﾃﾑ（ERSS）
・環境放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ

が必要となります。
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浜岡原子力発電所の周辺の状況

浜岡発電所から１０ｋｍ
４市 約８万人

東名高速、第二東名
東海道新幹線 等が
３０ｋｍ圏内を通過

浜岡発電所から２０ｋｍ
６市１町 約２２万人

浜岡発電所から３０ｋｍ
９市２町 約７０万人
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原子力防災対策の見直しの当面の進め方

(PPAの取扱等の国
の動向により、)

防護措置計画（屋
内退避、安定ヨウ
素剤服用）の検討、
安定ヨウ素剤配備
等

地域防災計画(原子
力対策編)の修正・
策定

防護措置の実施計
画の作成

防災資機材整備

安定ヨウ素剤配備

地域防災計画（原子
力対策編）修正

防護措置の実施計
画の作成

防災資機材整備

安定ヨウ素剤整備

ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ等のあ
り方の見直し

放射線監視の拡大

防災指針改訂

防災基本計画修正

関係法令改正 等

平成２４年度

以降

情報伝達体制の見
直し

住民広報の検討

情報伝達体制の見
直し

防護措置（避難等）
の実施計画の検討

住民広報の検討

情報伝達体制の見
直し

防護措置（避難等）
の実施計画の検討

被ばく医療体制充実

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ整備

防災指針見直し検
討

防災基本計画見直
し検討

平成２３年度

市町（UPZ外）市町（UPZ内）県国

※ 防護措置：避難、屋内退避、安定ヨウ素剤服用等の被ばくを低減するための措置
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清水町

三島市

函南町 熱
海
市

伊東市

長
泉
町

裾野市

浜松市

川根本町

磐田市

掛川市

菊川市 牧之原市

御前崎市

森町 伊豆市

沼津市

伊豆の国市

東伊豆町西伊豆町

松崎町

南伊豆町

下田市

河津町

静岡市

富士宮市

島田市

富士市

焼
津
市

吉
田
町

御殿場市

小山町

袋井市

藤枝市

湖西市

浜岡発電所から３０ｋｍ
９市２町 約７０万人

浜岡発電所から５ｋｍ
２市 約３万人

PAZ（5km圏内）、UPZ（30km圏内）からの避難
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避難等防護措置の検討のための調査

○ 防護措置（避難等）の対象人口の把握
・ ３０ｋｍ圏内の人口を自治区等の単位で把握

○ 避難所の把握
・ 今後、避難所の名称、住所、収容人数等を把握することが必要

御前崎市の例（静岡県地域防災計画（原子力対策編））

近日中に調査依頼をし
ますので、ご協力をお願
いします。
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市町原子力防災対策研究会の設置（提案）（１）
１ 目 的

福島第一原子力発電所事故を踏まえ、国の原子力防災対策の見直しに即し
た市町の地域防災計画（原子力対策編）の見直し又は新規策定その他市町の
原子力防災対策の構築に資するため、住民への情報伝達、避難等の原子力防
災に関する諸課題について、市町と県が関係機関と連携して研究を行う。

２ メンバー

・浜岡原子力発電所から30km圏の市町の防災担当者

・上記以外の市町で研究会に参加を希望する市町の防災担当者

・県及び県警察本部の関係課等の防災担当者

・浜岡原子力保安検査官事務所

・中部電力

３ 研究テーマ

・住民への情報伝達、関係機関間の情報伝達に関すること

・避難場所、避難手段など避難に関すること

・屋内退避、安定ヨウ素剤服用に関すること

・環境放射線モニタリングに関すること

・その他市町の原子力防災対策に関すること
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市町原子力防災対策研究会の設置（提案）（２）

４ 当面のスケジュール

○ 平成23年度に研究する事項

・住民への情報伝達、関係機関間の情報伝達に関すること

・避難場所、避難手段など避難に関すること

○ 平成24年度以降に研究する事項

・避難場所、避難手段など避難に関すること（継続）

・屋内退避、安定ヨウ素剤服用に関すること

・環境放射線モニタリングに関すること

・その他市町の原子力防災対策に関すること

５ 事務局

県危機管理部原子力安全対策課
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３．緊急被ばく医療体制の充実


